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退院支援における医師と看護師の認識の相違について

　　　　　　　　　　キーワード：退院支援・医師・看護師

　　　　　　　　　　　　　　　1病棟10階西

岩田亜佑美　佐藤恵美子　江藤利枝　伊藤綾香　原田祐子　兼田知恵子　中野圭子

1．はじめに

　2006年の医療制度改革では、「患者の視点に立った、安全・安心で質の高い医療が受け

られる体制の構築」の実現に向けて、「医療機能の分化・連携の推進による切れ目のない医

療の提供」そして、「在宅医療の充実による患者の生活の質（QOL）の向上」を図ること1）を

改正の趣旨としており、地域医療推進が進められている。また、在院H数の短縮化に伴い、

退院支援はますます重要となっている。

　A病院消化器内科病棟（以ドA病棟）では、退院支援が困難な患者を看護師が選定し、週

に一回医師と退院支援カンファレンス（以ドカンファレンス）を行っている。しかし、退院

支援がE手くいかず入院期間が長期化したり、病状悪化により在宅に移行する時期を逃し

てしまうことがある。これは、医師と看護師で退院支援を考える時期が異なっていること

や、連携不足が原因ではないかと考えた。宇都宮は「医療者間の意見が相違したまま患者・

家族に接することは、患者にとって良い結果につながらない。また、看護師のモチベーシ

ョンの低下にもつながる」2）と述べていることから、患者・家族の今後の意向を踏まえた

上で、医師・看護師が同じ目標を持ち、退院に向けて同じ方向に進むことは重要であると

考える。そこで今回、退院支援における医師・看護師の認識の相違について明らかにし、

より良い退院支援にっなげたいと考え本研究に取り組んだ。

II　研究目的

　退院支援における医師・看護師の認識の相違について明らかにする。

［II．研究方法

1．期間：平成25年5月～11月

2．対象：A病棟に勤務する病棟所属の医師20名、看護師26名（看護師長を除く）

3．方法：対象者に自作のアンケートを配布し、「基本的属性」「退院支援を考える時期、行

う時期、説明を行う時期」「退院支援への関心」「医療者間の連携」等、退院支援に関する

認識について5段階評価を行った。また、「カンファレンスについて」「中心的な役割を担

う職種」を調査した。

4．分析方法：単純集計後、MannWhitneyのし検定、κ二乗検定を行い両群の比較を行った。

5．倫理的配慮：研究対象者に対し、研究目的、方法、白由意志の尊重や、個人情報、プ

ライバシー保護について文書にて説明を行った。アンケート用紙は個人が特定出来ないよ

うに無記名とし、アンケートの回収をもって同意を得たと判断した。
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w．結果

1．基本的属性

　［答者は46名、内訳は医師20名、看護師26名、アンケートの「司収率は医師95，2％、

看。隻師100％であった。性別は男性19．名、女・1生27名であった。医師の年齢構成は26～30

歳が6名（30．0％）、31～35歳が6名（30．O％）、36～40歳が4名（20．0％）、4i歳以上は4名

（20．鮒であった。看護師の年齢構成は20～25歳が9名（346％）、26～30歳が7名（26．9％）、

31～35歳が5名（19．2％）、36～40歳が0名（0％）、41歳以上は5名（19．2％）であった。医師

経験年数は入局後1～3年日が6名（30．0％）、4～6年目が3名（15．0％）、7～10年目が3名

（15．0％）、ll年［以降が8名（40，0％）であった。石嘆師経験年数は1～3年目が8名（30，7％）、

4～6年目が5名（19．2％）、7～10年日が5名（19．2％）、11年日以降が8名（30．7％）であった．

看護師のその部署での経験年数は1～3年目が18名（69．2％）、4～6年目が8名（30、7％）であ

った。

2，退院支援を考える時期、行う時期、説明を行う時期にっいて

　「退院支援を考える時期」という質円において、医師では「退院決走時～退院まで」と

回答した者が7名（35，0％）と最も多かった。看護師では、「入院1週間～退院決定まで」と

回答した者が9名（34．6％）と最も多く、有意差が認められた（P〈0．Q5）（図1）．

医師一：：：：璽醒圏圏閣翻瞬薩麟翻
看言獅■■■■■■■【：＝i亟一：：：：］團
　　　　　　■入院時　　　　　　　　　　口入院～48時間以内
　　　　　　圏2日以降1週間以内　　　　　□入院1週間～退院決定まで
　　　　　　團退院決定時～退院まで

　　　　　　　　　　　　　図1　退院支援を考える時期

　「退院支援を行う時期」という質問において、医師では「退院決定時～退院まで」と回

答した者がIO名（5G．0％）と最も多いのに対して、看日隻師では、1．入院1週間～退院決足まで」

と回答した者が1了名（65，3％）と最も多く、有音皇は認めなかった（図2）．

医師羅羅醗一＝：＝＝國國國國國國國團圃國國團騒騒國

看護師［＝：一：：：：：：：：］圏国
■入院時　　　　　　　　　　　口入院～48時間以内

團2日以降1週間以内　　　　　□入院1週間～退院決定まで
國退院決定時～退院まで

　　　　　　　図2　退院支援を行う時期
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　「退院支援に関する説明を行う時期」という質問において、医師では「退院決定時～退

院まで」と回答した者が9名（45．0％），次いで「人院1週間～退院決定まで」と回答した者

が8名（40，0％）であった。看謹師では、「入院1週間～退院決定まで」と同答した者が69．2％

と最も多かったが、有意差は認めなかった（図3）、

医師羅羅羅一：：：：：圏圏璽團圏團薩圏醗國國國國

看護師　　1：享君1： 69暑

■入院時　　　　　　　　　　團入院～48時間以内

團2日以降1週間以内　　　　　ロ入院1週間～退院決定まで
●退院決定時～退院まで

　　　　図3　退院支援に関する説明を行う時期

3，退院支援に関する認識について（図4）（図5）

　「退院支援について関心はあるか」という質問において、「大変そう思う」「ややそう思

う」と回答した医師は17名（85，0％）、看護師は24名（92，3％）と両者ともに8割以上が関心

を示していた、，「患者・家族の希望に沿った退院支援が行えていると思うか」の質問では、

医師は「大変そう思う」「ややそう思う」と回答した者は8名（40，0％）、「どちらともいえな

い」は正0名（50．0％）、「あまり思わない」「まったく思わない」は2名（10．O％）であった。一

方、看護師は「大変そう思うlI’ややそう思う」と回答した者は1名（3．8％）、「どちらとも

いえない」は17名（65．3％）、「あまり思わない」「まったく思わない」と回答した者は8名

（30、7％）であった．ほとんどの看護師が患者・家族の希望に沿えることが出来ていないと感

じており、医療者間で有意差がみられた（p〈0．05）．、．「患者・家族に退院支援をすすめること

に抵抗を感じるか」の質問では、医師、看護師ともに約半数が「あまり思わない1「まった

く思わない」と同答し、有意差はみられなかった。「退院支援は困難と感じるか」の質問で

は、医師は「大変そう思う」「ややそう思う」と回答した者は10名（50，0％）、「どちらとも

いえない」は3名（15．0％）、「あまり思わない．1「まったく思わない．1は741（35．0％）であっ

た．一方、看護師は「大変そう思う」「ややそう思う」と回答した者は22名侶4．既）、「ど

ちらともいえない」は2名（7．6％〉、「あまり思わない」1．まったく思わない」は2名（7．6％1）

と、8割以上の看護師が退院支援は困難と感じており有意差がみられた（p＞0．05）、「医師・

看護師との連携、協力体制は十分にとれていると思うか」の質問に対して、医師は「大変

そう思う」「ややそう思う」と回答した者は6名（30，0慰、「どちらともいえない」は9名

（45．0％）、「あまり思わない」「まったく思わない」は5名（25．0％）であった。看護師は、「大

変そう思う」「ややそう思う」と回答した者は1名（15，3％）、「どちらともいえない」は6

名（23．0％）、「あまり思わない」「まったく思わない」と回答した者は19名（73．0％）であり、

医療者間で有意な差が認められた（p＞0．05）．
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退院支援への関心

希望に沿った退院支援が行えているか

退院支援をすすめることへの抵抗感

退院支援は困難と感じるか

医師・看護師の連携、協力体制は十分か

■大変そう思う 目ややそう思う　囲どちらともいえない口あまり思わない■まったく思わない

　　　　　　図4　医師の退院支援に関する認識

退院支援への関心 ：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：な3≡8覧：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：：二

希望に沿った退院支援が行えているか一：：：
退院支援をすすめるへの抵抗感：：：：．．：．

退院支援は困難と感じるか 1：1：1：1：1：1：1：1：1：1：1：1：1：1：1：1：1：1．6至瓢1：1：1：1：1：1：1：1：1：1：1：1：1：1：1：呈

医師礁師の讐協力体制は＋分躍醗畷翻＝＝＝＝亟医＝＝＝〕■

■大変そう思う日ややそう思う團どちらともいえない口あまり思わない■まったく思わない

　　　　　　　　　　　図5　看護師の退院支援に関する認識

3．退院支援カンファレンスについて

　「カンファレンスに参加したことがあるか」の質問に対して、「はい」と回答した医師

は12名（60．O鋤、看護師は25名（96．1％）であった。「カンファレンスは必妻と思うか」とい

う質問では、医師、看護師ともに8割以上が「大変そう思う」「ややそう思う」と回答して

おり、カンファレンスは必要であるという認識は高かった。

　「カンファレンスの方法、内容に満足しているか」の質問では、医師は「大変そう思う」

「ややそう思う」と答えた者は2名（16．6％）、1．どちらともいえない」は641（5D．0％）、「あ

まり思わない」「まったく思わない」と回答した者は4名（33，3％）であった。看護師は、「大

変そう思う」「ややそう思う」と回答した者は5名（20．0％）、「どちらともいえない」は9

名（36，0勤、「あまり思わない」「まったく思わない」はU名（44．O％〉であり、両者と肇）にあ

まり満足していないことが分かった。「カンファレンスを行ったことが、その後の退院支援

に活かされていると思うか」の質問では、医師は「大変そう思う」「ややそう思う」と回答

した者は8名（66．6％）、「どちらともいえない」は2名（16．6％）、「あまり思わない」「まった

く思わない」は2名（16．6％）であった。看護師は、「大変そう思う」「ややそう思う」と回答

した者は15名（60．0％）、「どちらともいえない」7名（28．概）．「あまり思わない」「まった

く思わない」は3名（12，0％〉であり、両者とも6割以上σ）者は活かされていると思っている

ことが分かった。「カンファレンスで話し合う患者の選定時期は適切と思うか」という質問

では、医師は「大変そう思う」「ややそう思う」と回答した者は3名（25．0％）、「どちらとも
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いえない」は6名（50．0％）、「あまり思わない」「まったく思わない」は3名（25，0％）であっ

た。一方看護師は，「大変そう思う」「ややそう思う」は7名（28．鵬、「どちらともいえな

い」は11名（44，0％）、「あまり思わない」「まったく思わない」は7名（28，0紛であった。退

院支援カンファレンスについて、全ての質問で有意差はみられなかった．

4，中心的な役割を担う職種について

「退院支援を担う職種で最も中心的な役割を担うのは誰だと思うか．1という質問では、医

師では看護師長と回答したものが40，0％と最も多かった。一方看護師は、医師と回答した

者が最も多く42．3％で、次いで受け持ち看護師26．9％．チームの看護師23．0％という結果と

なった（図6）．

医師　　　　　　　　　　　看護師
　　　　　　中心的な役割を担う職種　　　　図6

V，考察

　アンケート調査の結果では、退院支援を考える時期、行う時期、説明する時期のいずれ

も、医師より看護師の方が早くから介入すると答えていた。これは、医師は疾病の治療を

優先に考え、治療が終了した時点、またはある程度治療の見通しが立った時点で退院支援

を行うことが多い。　．方、看護師は入院時に退院支援計画書を作成しスクリーニングを行

うため、医師よりも早期から退院支援を視野に入れていることが考えられる．また、看護

師の多くが患者・家族の希望に沿った退院支援が行えていないと考えていることが分かっ

た．これは、患者・家族からの情報収集や意向の確認が不十分であること、また、患者・

家族が次の療養環境の易を自己決定できるような情報の提供が不十分であること、さらに

愚者・家族の意向を医師に伝えることが出来ていないことが考えられる。

　現在、退院支援が必要な患者を選定しカンファレンスを行っているが、医師も看護師も

現状に満足していなかった．その要因として、カンファレンスが医師からの情報提供で終

わり、活発な意見交換が行われていないことがあげられる。しかし、カンファレンスをき

っかけに退院支援が進められたり、より患者の病状を把握することができるという点にお

いては成果はみられている．医師も看護師もカンファレンスは必要と考えているため、よ

り充実したカンファレンスにするために、看護師は患者・家族から1一分に情報収集を行い、

医師と意見交換が出来るように問題意識を持ってカンファレンスに取り組む必要がある。

また、医師・看護師問の連携・協力体制が不十分であるという結果から、カンファレンス
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を活用し、甲期から医師と看護師の問で退院を見据えた情報交換を行い、医師と看護師が

同じ方向を目指して治療と並行して退院支援を視野に人れた介人が必要と考える。

　退院支援の中心的な役割を担う職種について、医師は師長、次に看護師、看護師は医師、

次に看護師と認識していた。看護師は、患者・家族にとって一番身近な存在であり、目常

業務の中で患者のADL状況や家族の受け入れ状況、患者・家族が退院後のことをどう考え

ているかなどを、面会に来た家族との対応の中で知ることができる立場である。看護師は、

患者・家族と医師との中間的立場にあるという認識を持ち、円滑な調整を行っていく必要

がある。医師の退院支援に対する意識を高め、医師と看護師が連携し、両者が主体的に退

院支援に取り細む認識を高め、入院時から退院支援を行っていくことでさらに充実した退

院支援を行うことが出来るのではないかと考える。

VI．結論

　1．医師より看護師の方が早期に退院支援を視野に入れて考えていた。

　2．人院時より退院支援を行うために、医師・看護師が連携し、両者がともに主体的に

　　退院支援に取り組む認識を高める必要がある。

　3．より良い退院支援とするために、今後は医師・看護師のみでカンファレンスを行う

　　のではなく、診療連携室にも参加をしてもらい、カンファレンスを行うことを検討

　　する必要がある。
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